
令 和 ８ 年 １ ０ 月 １ 日
土木総務課建設産業対策室

令和９・１０年度入札参加資格定期申請説明会（業務）

１，入札参加資格申請の概要

２，申請資格

３，申請の方法（システム入力）

４，添付書類（県内業者・県外業者別）

５，島根県税納税証明書の提出省略について

６，準地域内



１，入札参加資格申請の概要
１）島根県と県内１６市町（以下、参加自治体）は共同で審査を実施

２）申請方法は「資格申請システム」を利用した電子申請＋共通添付書類及び個別添付書類を申請自治体に送付する方法としてい
ます。（※個別添付資料は各自治体により異なるため各自治体の手引きを確認してください）

３）共通審査項目は共通審査自治体が代表して審査をし、個別審査項目は各自治体が審査をするといった審査体制としています。
４）共通審査自治体の決定方法は以下の順番で決定する。

①申請自治体が１つの場合 ⇒ 申請する自治体
②申請自治体が複数で、申請先に島根県を含む場合 ⇒ 島根県
③ 〃 、申請先に島根県を含まない場合 ⇒ 本社が置かれている市町（参加自治体）
④ 〃 、申請先に島根県及び本社が置かれている市町を含まない場合で委任する支店・営業所が１つの場合

⇒委任する支店、営業所等が置かれている市町（参加自治体）
⑤上記以外の場合 ⇒ 申請者が任意で決める

５）締め切りは令和９年１月１８日（月）です。

提出資料については令和９年1月１８日消印有効です。

参加自治体一覧

美郷町大田市出雲市飯南町奥出雲町雲南市安来市松江市島根県

隠岐の島町吉賀町津和野町益田市浜田市江津市邑南町川本町



２，申請資格
１）以下の者は、島根県建設工事の競争入札への参加資格を申請することが出来ません。

① 地方自治法施行令第１６７条の４に該当する者
・当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 ・破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第三十二条第一項各号に掲げる者

② 暴力団員が実質的に経営を支配する業者、又はこれに準ずるものとして、警察当局から島根県発注工事等からの排除要請
があり、当該状態が継続している者

２）以下の要件を満たす者であることが審査により確認できなければ、入札参加資格申請を認定することが出来ません。
③測量業務を申請する者で、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項 の規定による登録を受けていること
④建築関係建設コンサルタント業務のうち建築一般業務を申請する者で、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第

１項の規定による登録を受けていること
⑤島根県における県税(個人の県民税及び地方消費税を除く。以下同じ。)の未納の徴収金がないこと
⑥ 消費税及び地方消費税の未納の税額がないこと



３，申請の方法（システム入力）【操作マニュアル編参照】〜予備登録
※資格申請システムを初めて利用される方は予備登録が事前に必要となりますので申請前に行ってください。

R７・８年度入札参加資格を得ている業者は継続申請となりR7・８年度入札参加資格申請の際に設定したID・パスワードを使用します。

①
②

③

必要事項を入力
・「＊」がついている項目は必須入力です。
・外字については入力できない文字があるため、置き換え

文字を使用するか該当がない場合は ひらがなで入力してください。
・各項目右側に入力方法が記載しあるものは、それに従って入力してください。
・資格申請パスワードは任意のパスワードを入力してください。

入力文字数は６文字以上２０文字以内です。
※本登録において使用しますので、申請者が記憶しやすく第三者が推測しにくい

文字列を考えて入力してください。



３，申請の方法（システム入力）〜予備登録
①内容確認後、「登録」を押下

②当画面を印刷
大切に保管してください。

③印刷後、「トップ画面に戻る」を押下



３，申請の方法（システム入力）〜予備登録
①入力したメールアドレス宛てに以下のメールが送付されます。

メールに記載されている「確認用ＵＲＬ」をブラウザに入力しますと、「パスワード発行画面」へ遷移します。

②「パスワード発行」画面が表示されることで予備登録が完了となります。
「ＩＤ・パスワード通知メール」が送付されます。
メールに「資格申請ＩＤ」が記載されていますのでご確認ください。



現年度入札参加資格の認定がされて
いる場合は「継続申請」リンクが表
示されます。

３，申請の方法（システム入力）〜本登録（ログイン・申請概要）

②内容確認後、「次へ」を押下



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（業者基本情報）

①必要事項を入力
・「＊」がついている項目は必須入力です。
・外字については入力できない文字があるため、置き換え

文字を使用するか該当がない場合は ひらがなで入力し
てください。

・フリガナ以外の項目は予備登録等の内容が反映されます。
・各項目右側に入力方法が記載しあるものは、それに従っ

て入力してください。

②外資系企業（日本国籍を含む）の場合は該当する区分
を選択してください。

③ISOを取得している場合は、取得状況を入力してく
ださい。
取得番号は数字のみの上位１０桁を入力してください。

例）ABC-123-EFG-0000456789 の場合 → 1230000456

⑤該当項目の入力後、「次へ」を押下

④報告義務の有無は管轄の公共職業安定所（ハローワー
ク）に確認してください。



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（業者基本情報）

①必要事項を入力

←ここに入力されたアドレス宛に修正指示や認定完了等のメールが送付されます。



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（経営状況）

①自己資本額を入力してください。
・金額入力欄は千円未満「切り捨て」で入力してください。

（流動負債のみ千円未満「切り上げ」となります。）
・負数の場合は−（マイナス）をつけてください。
・金額入力欄、人数入力欄は、カンマ「，」を入力しないでください。

②損益計算書・貸借対照表・経営比率の項目はすべて
「０（ゼロ）」を 入力してください。

④該当項目入力後、「次へ」を押下

③必要事項を入力してください。
・休業期間等が複数回ある場合は最長の期間を入力してください。
・個人事業を法人に変更した場合は現組織への変更を入力してください。
・営業年数が１年を満たない場合は０を入力してください。



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（測量等実績高）
①必要事項を入力
【法人の場合】

期間入力欄には、前年度分の決算期間を入力してください。
金額欄には、損益計算書の「売上高」（総売上高）を入力してください。
公益法人の場合は、「受託事業収入」を入力してください。

※会社設立後、１度も決算を行っていない場合には、期間入力欄は、「会社設立日から
申請日まで」の日付を入力してください。金額欄は「０」を入力してください。
２期目の決算を行っていない場合「前々年度分決算」は期間入力欄、金額欄ともに入
力不要です。

【個人の場合】
期間入力欄には、前年度分の決算期間を入力してください。
（通常は、１月１日から１２月３１日まで）
金額欄には、青色申告決算書の損益計算書の「売上（収入）金額」を入力してください。
なお、白色申告者の方は、所得税の確定申告書の事業収入の額を入力してください。

※創業後、１度も所得税の申告を行っていない場合には、期間入力欄は、「創業の日か
ら申請日まで」の日付を入力してください。金額欄は、「０」を入力してください。
２回目の所得税の申告を行っていない場合「前々年度分決算」期間入力欄、金額欄と
もに入力不要です。

※注意事項
・それぞれの金額は、消費税および地方消費税を除いた額としてください。
（端数がある場合は千円未満の端数は切り捨てとしてください。）
・決算が１年に１回の場合、上記画面のように各決算年度の右側の欄に入力してください。



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（有資格者数）
①常勤雇用している技術者の人数を入力してください。

※各部門の「上記以外」とは、各部門に表示されている「資格名称」以外を表すものです。
例）「技術士・衛生工学」は複数種類がありますが、システムでは１項目しか項目建てしていないため

項目建てしていない資格の保有者が存在する場合、「上記以外」に入力してください。

（例）



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（登録を受けている事業）

①「測量」及び「建築コンサルタント」を希望する場合は、それぞれ「測量法」
「建築士法」に関する登録が必須となりますので、必ず許可等の取得状況について
入力してください。

「地質調査」「補償コンサルタント」「建設コンサルタント」については、国土交
通省が行っているコンサルタント登録制度に登録している状況を入力してください。

「登録番号」枠上段（下記画面の①）には指定の事業のうち、登録を受けている事
業について入力してください。
「登録番号」枠下段（下記画面の②）については、「登録番号」枠上段に示した事
業以外で、登録を受けている事業があれば登録事業名、登録番号、登録年月日を３
件以内で入力してください。

※登録事業情報を入力した場合は、必ず共通添付書類として「許可等の証明書の写し」
を提出してください。

②入力後、「次へ」を押下
②「登録番号」枠下段

①「登録番号」枠上段



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（営業所情報）

①入札や契約等の権限を委任する営業所・支店等がある場合は、
「新規追加」ボタンをクリックし、営業所等の情報を入力して
ください。権限を委任しない場合は、登録不要です。



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（営業所情報登録）

①必要事項を入力してください。
・営業区域は該当する支店・営業所の営業範囲を入力してください。

入力方法については特に規定しません。
概ねの内容が分かる程度の入力をしてください。
例）島根県内一円、松江市およびその周辺市町村等

・技術者人数は審査基準日における、営業所・支店等に在籍する技術者
の人数を入力してください。

②入力後、「登録」を押下



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（申請先選択）

①入札参加資格を申請したい自治体をチェックし、「次へ」を押下



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（申請先別営業所）

①新規申請の方は入力不要
継続申請の方は必須入力（R7・8年度の名簿内容照会から確認ができます。）

②申請先自治体ごとに入札参加資格を必要とする本
社又は営業所を選択（ここで表示される営業所は、
「営業所登録」で登録した営業所が表示されます）

③自治体ごとに選択後、「次へ」を押下



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（個別情報）

①申請先別営業所ごとに個別情報を入力するため「選択」を押下



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（個別情報登録）

①希望した業種別の金額欄には申請日直前
の営業年度に島根県から直接受注した実
績高を入力してください。
実績がない場合は０を必ず入力してくだ
さい。

②入札参加資格を希望する業種の部門ごとに希望欄にチェックを
してください。

③希望した部門の申請日直前３年の各営業年度のいずれかに国・地方公共団
体から直接受注した実績がある場合はチェックをしてください

④関係法令や登録制度による登録の有無をチェック
してください。

※測量と建築コンサルタントを希望する場合は登録が
必須となります。（資格要件より）



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（個別情報登録）

⑤その他を希望する場合、その内容を６項目以内で下段のその他欄に
入力してください。
例）計量証明業務、電算関係業務、計算業務、工事資料等の整理、

経済調査、環境調査、交通量調査、水質大気等の分析・解析、
遺跡調査、アスベスト調査等

⑥該当項目を入力後、「登録」を押下



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（個別情報）

【参考】１つの自治体に対して複数の営業所を登録する際にコピー機能
が使えますので利用してください。

①すべての申請団体の入力状態が入力済と
なったら「次へ」を押下



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（添付ファイルアップロード）

①各項目ファイルをアップロードしてください。
ファイル形式はワードまたはエクセルとしてください。

②すべてアップロード後に「次へ」を押下



３，申請の方法（システム入力）〜本登録（入力内容確認）

・
・
・

①申請情報を確認後、印刷をしてください。（個別添付書類で必要となります。）
②印刷後、「申請完了」を押下



４，添付書類（県外業者）【手引き(共通編)・手引き(個別編)参照】
共通添付書類（すべての書類で押印不要）

島根県の個別添付書類（すべての書類で押印不要）

システムアップロードによる提出郵送等による提出
⑧営業所一覧表（参考様式）業務−１号①共通添付書類送付票（システムから出力）

⑨測量実績調書（参考様式）業務−２号②誓約・同意【共通審査用】（システムから出力）

⑩技術者経歴書（参考様式）業務−３号③［法人］登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（写し可）
［個人］本籍地発行の代表者身分（元）証明書（写し可）

⑪役員等名簿（共通様式１号）④消費税及び地方消費税の納税証明書（写し可）

⑤財務諸表（写し）※直前の決算報告書１ヶ年分

⑥登録に関する証明書等（写し）

⑦ＩＳＯ9000S及び14000S認証（写し）

※⑥はシステムに登録事業を入力した場合のみ
⑦はシステムに入力した場合のみ

※⑤は補償コンサルタントを申請する場合のみ
⑥〜⑧は準地域内を希望する業者のみ

郵送等による提出

⑤補償コンサルタント業務に関する調書【様式第４号】①個別添付書類送付票（島根県） （システムから出力）

⑥有資格技術者数等【様式第１号３ページ目】②申請者側の入力内容確認画面を 印刷したもの（写）

⑦技術者の「直接的かつ恒常的な雇用関係」を証明する
書類（写）

③島根県税納税証明書（原本又は写し）
※しまね電子申請サービスで「納税情報提供同意書」

を提出した場合は省略可能。その場合は申請画面の写し
を提出。

⑧技術者の資格を証明する書類（写）④業態調書【様式第3号】

島根県の個別添付書類



４，添付書類（県内業者）【手引き(共通編)・手引き(個別編)参照】
共通添付書類（すべての書類で押印不要）

共通添付書類（すべての書類で押印不要）

島根県の個別添付書類（すべての書類で押印不要）

システムアップロードによる提出郵送等による提出
⑧営業所一覧表（参考様式）業務−１号①共通添付書類送付票（システムから出力）

⑨測量実績調書（参考様式）業務−２号②誓約・同意【共通審査用】（システムから出力）

⑩技術者経歴書（参考様式）業務−３号③［法人］登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（写し可）
［個人］本籍地発行の代表者身分（元）証明書（写し可）

⑪役員等名簿（共通様式１号）④消費税及び地方消費税の納税証明書（写し可）

⑤財務諸表（写し）※直前の決算報告書１ヶ年分

⑥登録に関する証明書等（写し）
⑦ＩＳＯ9000S及び14000S認証（写し）

※⑥はシステムに登録事業を入力した場合のみ
⑦はシステムに入力した場合のみ

※⑤は補償コンサルタントを申請する場合のみ
⑥⑦は建築コンサルタント業務を申請する場
合のみ

郵送等による提出
⑥建築コンサルタント業務に関する調書【様式第５号】①個別添付書類送付票（島根県） （システムから出力）

⑦CPD取得単位数確認資料【様式第６号】②申請者側の入力内容確認画面を 印刷したもの（写）

⑧有資格技術者数等【様式第１号３ページ目】③島根県税納税証明書（原本又は写し）
※しまね電子申請サービスで「納税情報提供同意書」

を提出した場合は省略可能。その場合は申請画面の写し
を提出。

⑨技術者の「直接的かつ恒常的な雇用関係」を証明する
書類（写）

④業態調書【様式第3号】

⑩技術者の資格を証明する書類（写）⑤補償コンサルタント業務に関する調書【様式第４号】

島根県の個別添付書類



５，島根県税納税証明書の提出省略について
競争入札に参加する者に必要な資格の「島根県における県税(個人の県民税及び地方消費税を除く。)の未納の徴

収金がない者」を確認する資料として島根県税納税証明書の提出をお願いしておりましたが、今回の定期申請よ
り「納税情報提供同意書」を提出すれば、島根県税納税証明書の提出が省略できるようになりました。

これにより、土木総務課から税務課へ直接納税情報を照会し、未納の徴収金がないことを確認します。

ただし、今まで島根県で課税されたことがない又は納税証明書を取得されたことがない場合は、照会による納
税情報の確認ができないことがあります。

その場合は、納税証明書を提出していただく必要がありますので、ご了承ください。

「納税情報提供同意書」の提出はしまね電子申請サービスにより受け付けます。
提出方法は10月中に島根県ホームページに掲載しますのでそちらをご確認ください。

「納税情報提供同意書」の提出には資格申請システムにおける「業者番号」が必要です。

なお、引き続き島根県税納税証明書（写し可）を提出することも可能です。
島根県税納税証明書の交付については、島根県税務課ホームページにてご確認ください。納税証明書は申請日

前３か月以内に発行されたものが有効です。



５，島根県税納税証明書の提出省略について
「業者番号」の確認方法

（１）新規登録の場合（資格申請IDを持っていない場合）
資格申請システムでIDを発行した後、送付されるID・パスワード発行メールで確認できます。



５，島根県税納税証明書の提出省略について
「業者番号」の確認方法

（２）R7・８名簿に登録があり、継続申請の場合
資格申請システムへログイン後、R７・８名簿の「名簿内容照会」から確認できます。



５，島根県税納税証明書の提出省略について
「業者番号」の確認方法

（３）R7・８名簿に登録がない、資格申請IDが分からない場合
「FAQ（よくある質問）：資格申請システムのID、パスワードがわかりません」の回答をご確認いただき、
業者番号通知依頼手続き、資格申請IDの再発行手続きを行ってください。

FAQ（よくある質問）：https://choutatsuweb.pref.shimane.lg.jp/portal/faq/16

https://choutatsuweb.pref.shimane.lg.jp/portal/faq/16


６，準地域内
１）概要

島根県では、島根県測量及び建設コンサルタント業務等入札参加資格の認定を受けた者のうち、指名競争入札参加者の選定
及び随意契約の相手方とする者の選定において、島根県外に本社・本店を有する者を「県外業者」と規定し、このうち一定の
条件を満たす者を「準地域内（準県内）業者」として認定し、「県外業者」よりも優先して選定することとしています。

２）認定条件
・県外業者のうち、測量、建設コンサルタント業務等の契約に係る競争入札参加資格審査要綱第3条の規定に基づく知事の認

定日において、島根県内市町村に住民登録がされており、当該業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある職員を島根県内の
営業所に20名以上配置している者であること。

・なお、当該営業所における島根県との契約締結権限の有無は問いません。
３）申請手続き

・準地域内（準県内）業者認定申請書［建設コンサルタント等］の提出
・「直接的かつ恒常的な雇用関係」確認書類として、健康保険・厚生年金標準報酬決定通知書等の写しを添付すること。
・令和９年１月１８日（月）まで


